
　東北地方太平洋沖地震は東北の津波被害だけでなく、都市部に大規模な液状化被害をもたらした。行政
機能が低下する中、ライフライン寸断や土砂の噴出などの被害が生じた。そこで本研究では被災住民組織
による発災後の対応の実態を探るべく千葉県浦安市を対象に住民へのヒアリング調査を実施した。その結
果、各フェーズで課題が移り変わる中で、新規の住民組織を結成し課題に対応する流れを把握した。また、
フェーズごとに対応力を向上させる上で求められる要素について考察を行った。
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１．はじめに
　2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖
地震は東北地方沿岸部に津波による未曾有の被害を
もたらした。一方で、震源から 400km 近く離れた
東京湾沿岸部を中心とした約 42 km2 の広域なエリ
アで液状化現象が起こり、ライフラインの寸断や地
盤沈下など、世界最大級の液状化被害をもたらした
1)。戦後に造成された埋立地や干拓地で被害が起き
ており、全国で液状化災害が懸念されている。
　全国各地で大地震について言及されているが、地
域住民同士の繋がりが希薄化していると考えられる
都市部においてもライフライン被害等の災害に直面
する可能性は高まってきている。被害が広域に生じ
た場合、外部からの支援にも時間がかかるため、日
常での備えや被災住民の共助の重要性が叫ばれてい
る。
　本研究は東北地方太平洋沖地震によって千葉県浦
安市で生じた液状化被害の事例を対象とし、住民組
織の復旧活動の実態を把握することを目的とする。
　浦安市は共同住宅地、戸建住宅地合わせて 80 の
自治会が結成されており、発災後の住民組織の多様
な活動があったと考えられ、調査対象地とした。

２．研究の概要
（1）既存研究の整理
　本研究に関連する既存研究を以下のように整理し
た。

a）災害後の住民の対応に着目した研究
　羽賀ら 2) は、農村と漁村における災害対応の比
較から、災害時に備えた備品の利用方法の検討や最
低限の人材の確保の検討の必要性を訴えている。ま
た、楢崎ら 3) は、震災後のマンションのライフライ
ン災害における住民の行動に着目してアンケートを
実施しており、緊急時における仮設トイレの設置場
所の考慮や、平常時における近隣とのコミュニケー
ションの必要性を指摘している。
b）災害時の住民組織と他主体の連携に関する研究
　渡辺ら 4) は、住民組織の代表や専門家等にヒア
リングを行い、震災後のまちづくり住民組織の継続
には住民の意向を繁栄することができる仕組みの構
築や、継続的な地域へのはたらきかけによる人づく
りなどの必要があることを指摘している。また、渥
美ら 5) は、災害直後の活動に関するヒアリング調
査から２つの災害の対応を比較することで、主体間
の連携において、情報の集約・一元管理、事前に交
わす連携協定を機能させる工夫などが必要であるこ
とを主張している。

（2）本研究の位置づけ
　既存研究において、平常時のコミュニティにおけ
る住民同士の繋がりや地域内の人材育成の重要性を
訴えるものは多いものの、災害発生後に住民の力を
引き出す上で具体的にどのような要素が有効かどう
かを検証している研究は少ない。本研究では、住民
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組織として力を合わせてできることを積極的にやっ
ていくべきという立場にたち、対象地の被災住民同
士における復旧活動の実態や、組織の結成経緯を把
握し、対応力を向上させる上で考慮すべき要素につ
いて考察を行う。

（3）研究の構成
　本研究では、まず対象地である浦安市内の被害状
況を把握した上で、自治会を中心とした住民組織の
対応をヒアリング調査により把握する。また、各地
域の事例を参照し、対応力向上に必要な要素に関す
る考察を行う。

（4）対象地の概要
　千葉県葉県浦安市は東京湾最奥部に位置し、16
万人が居住する東京のベッドタウンである ( 表 -2)。
東京ディズニーリゾートで知られる一方で、日本最
大級の鉄鋼団地や高層集合住宅地が混在するまちで
あり、千葉県内で唯一農地のない市である。また、
市の４分の３は埋め立て地であり、標高が 0 〜 4m
の平坦な地形を有しており、旧市街地である元町地
区と、埋め立てにより造成された中町地区、新町地
区とで、それぞれ特色の異なる地域に分かれている。

３．調査の概要
（1）市内の被害状況に関する調査
　浦安市が公表する資料、マスメディアにより発信
された情報、現地調査を元に、市内の被害状況、お
よび住民の生活環境について整理を行った。４章で
被害状況について述べる。

（2）住民組織の対応に関するヒアリング調査
　自治会の区域を地域単位として、ヒアリングを実
施する。各地域内の住民組織による対応を把握する
ため、自治会、住宅管理組合、震災後に結成され
た住民組織を対象とする。被害を受けた中町 • 新町
地区内の 69 自治会の中から、戸建住宅地 10 カ所、
共同住宅地 6 箇所の計 16 自治会を選定した。調査
項目を表 -3 に、対象とした地域を表 -4 に示す。

（3）用語の定義
　調査結果の整理にあたり、用語の定義を行った。
a）震災後のフェーズ
　地震発生から移り変わる各フェーズを「発災期」、

「応急復旧期」、「復旧期」とする（表 -5）。
b）住民の階層区分
　被災後の地域の活動に対する意識について、意識

図 -1　浦安市の現況土地利用　
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表 -2　浦安市の基本情報（平成 23 年 3 月 31 日現在）
地区 元町 中町 新町 市全体
面積 4.43 km2 6.91 km2 5.64 km2 16.98 km2

人口 64,720 人 57,979 人 38,810 人 161,509 人
世帯数 34,300 世帯 23,903 世帯 13,273 世帯 71,476 世帯

表 -3　住民リーダー層に対するヒアリング調査概要
調査時期 2011 年 8 月から 2012 年 1 月
調査目的 発災後の住民組織の対応の把握、情報のやりとりの把握

ヒアリング対象 自治会長や、管理組合理事長、対策本部長など

調査項目

組織の 
基本情報

・役員の人数、体制について
・平常時のコミュニティ活動について
・災害への備えについて

町内の 
被害状況

・ライフラインの被害について
・建物への被害について
・噴砂の被害について

震災後の 
対応

・対策本部、復興チーム等の結成に至る経緯について
・チームの構成・体制、各役割について
・断水や噴砂といった問題への対応について
・情報源、町内住民への情報伝達について
・行政、他組織との連携、援助について
・災害の教訓、今後の活動について

表 -4　調査対象
住居

タイプ 自治会名 設立年度 世帯数 ヒアリング日 調査対象者

戸建
住宅地

入船 1974 年 1,000 2011.9.7 ／ 2012.1.16 自治会長（民生委員）１名
海楽南 1975 年 480 2011.8.31 自治会長１名
今川 1978 年 2,162 2011.8.28 ／ 2012.1.12 今川復興プロジェクトメンバー２名

さつき苑 1979 年 140 2011.9.7 自治会長１名
弁天 1980 年 1,043 2011.9.2 自治会長１名

美浜１５ 1982 年 220 2011.9.5 ／ 2012.1.16 自治会長１名、自治会役員３名
美浜三丁目 1984 年 480 2011.10.5 災害復興チームメンバー１名

高洲 1988 年 918 2011.9.21 自治会長１名
舞浜三丁目 1992 年 587 2011.8.3 ／ 2012.1.7 自治会長１名、チーム M ３メンバー１名

碧浜 2005 年 188 2011.7.30 自治会長１名、碧浜復興委員会１名

共同
住宅地

今川団地 1978 年 235 2011.10.5 自治会長１名、自主防災組織長１名
入船西エステ－ト 1983 年 789 2011.9.30 ／ 2012.1.11 自治会長１名、管理組合副理事長１名
富岡エステ－ト 1988 年 256 2011.9.4 ／ 2012.1.15 自治会長１名、RAN の会メンバー７名

エル ･ シティ新浦安 1989 年 1,248 2011.9.5 ／ 2012.1.11 管理組合理事長１名、管理会社支配人１名
ベイシティ浦安 1991 年 630 2011.12.12 自治会長１名
海風の街自治会 1991 年 1,000 2011.8.31 ／ 2012.1.11 自治会長１名、管理組合理事１名



エール症候群を発症するケースも出てきている。

５．住民組織の対応に関する調査結果
　各地域における住民組織の調査結果を戸建住宅地
と共同住宅地とに大別してまとめた。活動期間を図
-3、図 -4 に、活動内容を表 -8、表 -9 に示す。これ
から読み取れた点を以下に述べる。

（1）フェーズごとの課題の変化
　発災から時間の経過に伴い地域の課題が変化する
ことが住民組織の活動内容により確認された。各
フェーズにおける課題を整理する。
a） 発災期の課題
　家屋の倒壊や火事の被害は結果としてなかったも
のの、発災期には被害の拡大を食い止める安否確認
やガス漏れの周知といった課題が生じた。安否や町
内の状況についての情報収集、注意喚起などの活動
が求められた。
b） 応急復旧期の課題
　ライフライン被害により下水使用制限や断水、停
電、液状化現象による土砂の堆積という課題が生じ
た。また、住民によっては地域ごとの情報の不足と
いう課題を抱えており、ライフラインの復旧日、給
水場所や仮設トイレ設置場所などの情報の集約・伝
達が必要とされた。
c）復旧期の課題
　ライフライン寸断や土砂の問題が一段落すると、
住宅の傾きや外構の修復という課題に焦点が移る。
今回のような戸建住宅地における大規模な液状化被
害は前例がなく、水平化工事や地盤改良などについ
ての知識の習得、業者の選定などが各家庭で課題と
なった。また、住宅の修復等を果たす上で、被害の
状況や住民のニーズの把握が求められた。

の高い層から住民リーダー層、関心層、住民層の３
種の階層を設定した（図 -2）。

４．浦安市の被害状況
（1）ライフライン被害
　浦安市では火災や家屋の倒壊はなく、死者は出な
かったものの、道路の亀裂やマンホールの浮上や上
下水道への被害が生じ、インフラ関連の被害総額が
734 億円にまでのぼると言われている 6)。木造密集
地である元町地区における火災が懸念されていた
が、地震による被害はほとんどなく、埋立地である
中町・新町地区が液状化による大きな被害を受けた
6)（表 -6）。

（2）土砂の堆積
　市内の約 85％のエリアで液状化現象が起こり、
亀裂の入った道路の隙間から地上に多くの砂を堆積
させた。噴出土砂の総集積量は約 75,000m3 となっ
ている 6)。

（3）住宅の傾き
　中町地区の戸建て住宅地を中心に、住宅が傾く被
害が各所で発生した。内閣府の「災害に係る住家の
被害認定基準運用方針」に基づき市が全戸調査を実
施した（表 -7）。
　被害の大きい戸建住宅地では、各地で激しく傾い
た住宅の修正工事や建て替え工事、地盤改良工事等
が行われた。しかし、重度の傾きが生じているにも
関わらず、二重ローン等の問題により工事を実施で
きず傾いた住宅で生活を続ける住民もおり、メニ

表 -5　震災後のフェーズ

平常時 災害が発生する前の日常的な生活を送ることができ
る期間。

発災期 地震発生から安全が保たれるまでの期間。本研究では
3 月 12 日朝までをひとつの基準として定義する。

応急復旧期 ライフラインが寸断された状況から、応急的な復旧作
業により使用可能になるまでの期間を指す。

復旧期 住民の生活がある程度安定してから被害の本復旧へ
向けて対応していく期間を指す。

表 -6　液状化による被害 6)

断水・減水 約 33,000 世帯（市内 46 %）
ガス供給停止 8,631 世帯（12 %）

下水道使用制限 11,908 世帯（17 %）
建物の被害 9,942 世帯（14 %）

道路等の被害 延長 111.8km（48 %）
液状化面積 14.55km2（85 %）

水道破損地区面積 8.2km2（50 %）

図 -2　復旧活動の意識レベルによる住民のレイヤー分け

写真 -1　市内の被害状況
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表 -7　住宅の被害状況（軒数）
地区 全壊 大規模損壊 半壊 一部損壊 規定外被害 総計
元町 0 0 1 166 11 178
中町 13 1,471 1,988 4,379 872 8,723
新町 5 77 171 678 110 1,041

住民リーダー層
地域の活動に関心
を示す住民。活動の
フォロワーやイベン
ト参加者。

住民リーダー層

関心層

一般住民層

主体的に地域に関わ
る住人。自治会長や
イベントの主催者。

被災時、自助
活動に専念す
る住民。



発災期 応急復旧期 復旧期

舞浜三丁目
世帯数：587 戸

建物被害：★★★★★
噴出土砂：★★★★★

今川
世帯数：2,162 戸

建物被害：★★★★☆
噴出土砂：★★★★★

碧浜
世帯数：188 戸

建物被害：★★★★★
噴出土砂：★★★★☆

弁天
世帯数：1,043 戸

建物被害：★★★★☆
噴出土砂：★★★★☆

入船
世帯数：約 1,000 戸

建物被害：★★★★☆
噴出土砂：★★★★☆

さつき苑
世帯数：140 戸

建物被害：★★★★☆
噴出土砂：★★★★☆

美浜三丁目
世帯数：480 戸

建物被害：★★★☆☆
噴出土砂：★★☆☆☆

高洲
世帯数：918 戸

建物被害：★★☆☆☆
噴出土砂：★★★☆☆

美浜１５
世帯数：220 戸

建物被害：★★☆☆☆
噴出土砂：★☆☆☆☆

海楽南
世帯数：480 戸

建物被害：★★☆☆☆
噴出土砂：★☆☆☆☆

自治会名
世帯数
被害状況

舞浜三丁目

今川

碧浜

弁天

入船

さつき苑

美浜三丁目

高洲

美浜１５

海楽南

自治会名 安否
確認

ガス漏れ
周知

土砂
撤去

給水
活動

トイレ
支援

下水使用
制限周知

停電
対策

住宅
説明会

住宅
相談会

被害状況
調査 備考対策本部

設置

４月に新たに就任した新役員１名が、震災を機にできた
住民の繋がりを活用して防犯パトロールチームを提案

４月に就任した新自治会長が危機感を感じ、
自治会の各班から１名ずつ募集しチーム結成

自治会長が協力者の必要性を感じ、住民から
アンケートで有志を募集、チームを結成

土砂の撤去作業

簡易トイレ配布

本部は設置しないものの、自治会役員と旧役員
の数名が連携し、情報の収集・伝達を実施

災害対策本部（3/11～3 月下旬）

震災対策特別プロジェクトチーム（3/25～）

今川復興プロジェクト（3/28～）

自治会役員・旧役員（3/12～4 月下旬）

災害対策本部（3/12～4 月中旬）

碧浜復興委員会（4/24～）

災害対応チーム（4/20 頃～）

災害復興チーム（6/12～）

災害対策本部（3/12～5 月中旬）

自治会役員（3/12～4 月初旬）

夜回り隊（4/24～）自治会役員（3/12～3 月 30 日）

自治会役員（3/12～4 月初旬）

大学教授（さつき苑住人）・大学生（3/12～）

自治会役員

自治会役員

自治会役員

自治会長不在の中、
役員が本部を設置

簡易トイレ配布

役員６名により本部設置

高齢である役員 18名が輪番制
で自治会集会所に常駐

自治会長による安否確認

本部は設置しないものの、自治会役員
数名が情報の収集・伝達を実施

役員数名により情報収集・伝達等を実施

市長に不満の声を発する今川住民の内約 20名が
自治会長の呼びかけによりチーム発足

４月に役員が変わるにあたり、旧役員６名が発起人となり
専門性を持った住民の有志を募集し、チームを結成

被害状況から専門家の協力が必要と自治会長が判断し、
住民から専門家を募集し、チームを結成

震災翌日より、住民である大学教授が住宅の被害状況の調査や対策の
アドバイスを実施、学生を含むメンバーにより継続的に調査を実施

●：災害対策本部　
■：災害対策特別プロジェクト

●：自治会役員　
■：今川復興プロジェクト

●：自治会役員・旧役員　
■：碧浜復興委員会

●：災害対策本部　
■：災害対応チーム

●：災害対策本部

●：自治会役員　
■：大学教授・学生チーム

●：自治会役員
■：災害復興チーム

●：自治会役員

●：自治会役員

●：自治会役員

ハンドマイク
（数名）

要支援者のみ 重機発注
住民の協力

自治会
集会所

簡易トイレの
購入・配布

備蓄品
の提供

ポスティング
・メルマガ等

アンケート
・地質調査等

全世帯
対象に実施

複数回
実施？？

住民の協力 簡易トイレの
配布

ポスティング
・ブログ等

アンケート
・現地調査等

複数回
実施？？

重機発注
住民の協力

簡易トイレの
購入・配布

備蓄品
の提供

ポスティング
・メルマガ等

アンケート
・現地調査等

複数回
実施？？

住宅メーカー
ごとに実施

自治会
集会所

住民の協力
VCの協力

仮設トイレ
情報の提供

ポスティング アンケート 複数回
実施？？

VCの協力自治会
集会所

仮設トイレ
情報の提供

給水所情報
の提供

ポスティング
・掲示板等

アンケート 自治会に
よる説明？

仮設トイレ
情報の提供

ポスティング アンケート 大学教授
による説明

大学教授が
個別に問診

VCの協力 簡易トイレの
配布

役員のみで
泥かき

簡易トイレの
購入・配布

給水所情報
の提供

ポスティング

仮設トイレ
情報の提供

備蓄品
の提供

会長一人で
町内集回

役員のみで
泥かき
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：自治会ベースの組織による活動開始

：活動の継続 ：活動の終了・組織の解散

：有志の住民組織による活動開始

図 -3　各地域における住民組織の活動期間（戸建住宅地）

表 -8　住民組織による活動内容（戸建住宅地）

：自治会役員による単発的な活動

＜凡例＞



発災期 応急復旧期 復旧期

富岡
エステート

世帯数：256 戸

建物被害：★★★★☆
噴出土砂：★★★★★

海風の街
世帯数：1,000 戸

建物被害：★★★★☆
噴出土砂：★★★★★

今川団地
世帯数：235 戸

建物被害：★★☆☆☆
噴出土砂：★★★★☆

入船西
エステート

世帯数：789 戸

建物被害：★★☆☆☆
噴出土砂：★★☆☆☆

エル・シティ
新浦安

世帯数：約 1,248 戸

建物被害：★★☆☆☆
噴出土砂：★★☆☆☆

ベイシティ
浦安

世帯数：630 戸

建物被害：★☆☆☆☆
噴出土砂：★★☆☆☆

地域名
世帯数
被害状況

共有財産の修復へ向け、管理会社と協議。管理会社が
中心となり被害調査、修繕工事の計画が立てられた

自主管理の住宅のため、管理組合の中に新たに委員会を
設け、共有財産の修復へ向けた業者の選定・協議を実施

在宅した役員により本部を設置

対策本部は解散するものの、共有財産の修復のため
業者とのやり取り等の活動の開始

災害対策本部（3/11～3 月下旬）

修繕委員会（3月下旬～）

修繕専門委員会（4月初旬～）

災害対策本部（3/11～3 月下旬）

復興委員会（3/27～）

災害対策本部（3/12～5 月中旬）

災害対策本部（3/11～4/13）

災害対策本部（3/11～3/28）

大震災修復本部（4/1～）

災害対策本部（3/11～3 月下旬）

自主防災組織（3/14～）

停電のため外にテントを張り
本部を設置

震度５以上の地震発生で対策本部設置を予
め定めており、在宅メンバーにより設置

自治会・管理組合より独立した自主防災組織メンバー
約 10名により本部設置、随時サポーターを募集

自治会内に属する防災隊
約 170 名により運営

防災委員会により本部を設置、
住民ボランティアを組織化

自主管理の住宅のため、管理組合の中に新たに委員会を
設け、共有財産の修復へ向けた業者の選定・協議を実施

自主管理の住宅のため、管理組合の中に新たに委員会を
設け、共有財産の修復へ向けた業者の選定・協議を実施

★★★★★★★★★★

RANの会
メンバー連携 ハンドマイク 広場に

テント設置
重機を発注
有志を募集

貯水槽を活用
外部にも開放

簡易トイレ
配布

ポスティング
・ハンドマイク

発電機・投光器
を活用

見回り調査・
建物調査を委託

業者の選定・
継続的協議

安否確認カード
を活用 ハンドマイク

自治会
集会所

重機を発注
有志を募集 給水車を発注

簡易トイレ
購入・配布

ハンドマイク
・掲示板

発電機・投光器
所持、未活用

建物調査を委託 コンサル契約
の業者と協議

要支援者
リストを活用 ハンドマイク

広場に
テント設置

重機を発注
有志を募集

要支援者に
水を配布

簡易トイレ配布
仮設トイレ設置

ポスティング
・掲示板

発電機・投光器
を活用 見回り調査

業者の選定・
継続的協議

安否確認カード
を活用 屋外放送

自治会
集会所 有志を募集

防火水槽
を配水

簡易トイレ
配布

ポスティング
屋外放送

発電機・投光器
を活用

見回り調査・
建物調査を委託

業者の選定・
継続的協議

安否確認シート
を活用

屋内放送・
屋外放送

自治会
集会所

重機を発注
有志を募集

井戸から給水
浄水器を活用

簡易トイレ配布
仮設トイレ設置

ポスティング
・屋内放送

発電機・投光器
を所持、未活用

管理会社が
建物調査を実施

管理会社
との協議

口伝えで把握
屋内放送・
屋外放送

自治会
集会所 有志を募集 貯水槽を活用

簡易トイレ
配布

屋内放送
・掲示板

見回り調査・
建物調査を委託

管理会社
との協議

富岡
エステート

海風の街

今川団地

入船西
エステート

エル・シティ
新浦安

ベイシティ
浦安

自治会名 安否
確認

ガス漏れ
周知

土砂
撤去

給水
活動

トイレ
支援

下水使用
制限周知

停電
対策

業者との
協議

被害状況
調査 備考対策本部

設置

●：災害対策本部
■：修繕委員会

●：災害対策本部
■：修繕専門委員会

★：自主防災組織

●：災害対策本部
■：復興委員会

●：災害対策本部
■：大震災修復本部

●：災害対策本部

（管理形態）

（自主管理）

（自主管理）

（自主管理）

（自主管理）

（全面委託管理）

（全面委託管理）
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図 -4　各地域における住民組織の活動期間（共同住宅地）

表 -9　住民組織による活動内容（共同住宅地）

：自治会ベースの組織による活動開始

：活動の継続 ：活動の終了・組織の解散

：管理組合ベースの組織による活動開始

＜凡例＞

：自主防災組織による活動開始

（2）活動主体の移り変わり
　課題の変化に伴い、地域内で新たに住民組織を結
成し、対処する傾向がみられた（図 -5）。発災期・
応急復旧期では、自治会を基盤とした組織が被害拡
大を防ぐ機能を担った。復旧期になると専門的課題
に対処すべく有志の住民を募って新規の組織を結成
し課題に対処した。次節で各組織について述べる。

（3）応急復旧期に活動した住民組織
a）安否確認・ガス漏れの周知
　共同住宅地の多くは災害対策本部
や有志の住民によって安否確認、ガ
ス漏れの周知といった被害の拡大を
防ぐ機能を果たした。一方で、戸建
住宅地内で同じ機能を果たしたのは

発災・避難期 応急復旧期 復旧期

安否
確認

ガス漏れ
周知

噴出
土砂 断水 下水使用

制限停電 住宅の傾き
修復

再液状化
対策

配管の
本復旧

災害対策
本部設置

復興委員会
等の結成

有志の組織へと
活動主体がシフト

地震発生時に
地域内にいる
人材で対応

解散徐々に生活が安定

集会所を本部の拠点とし、情報を
収集し、各情報を様々な媒体を通
して住民へと伝達。更に、各課題
に対して対処する。

建物の傾き修正や、地盤改良に
関する専門知識の収集、および
住民への伝達を行う。また、被
害を把握するための調査を実施。

図 -5　各フェーズの課題と活動主体の移り変わりのモデル

舞浜三丁目だけであった。発災後、自治会長が不在
の中で住民である市議会議員や旧防災部のメンバー
数名が自主的に活動した。
b）災害対策本部の設置
　災害発生後、自治会を基盤とした災害対策本部を
設置する地域が多く見られた。共同住宅地では、調
査をした６カ所中５カ所が震災当日から本部を立ち



上げており、応急対応へ向けた体制づくりが早急に
行われた。一方で、海楽南、美浜 15、美浜三丁目、
高洲といった比較的被害の小さい戸建住宅地では、
応急復旧期に役員による物資の配布などの単発的な
対応がなされたものの、本部設置には至らなかった。
被害の大きい入船、弁天、舞浜三丁目では、自治会
長や役員の判断により本部が設置され、メンバーに
よる対策の協議や、地域住民に対するボランティア
の募集が行われた。また、大きな被害を受けた今川
では会長不在の中、役員による活動がほとんどなさ
れなかったため、有志 79 名による新規組織が 3 月
28 日に結成され、対策本部と同様の機能を担った。
c）情報の集約と地域住民への伝達
　本部を設置した地域では、被害状況や給水情報な
ど、住民による情報が本部に多く寄せられ、重要な
情報を地域住民へと伝達する体制を整えることがで
きた。情報の伝達には様々な媒体が用いられ、共同
住宅地では掲示板やスピーカーといった媒体が用い
られる傾向があるのに対して、戸建住宅地では情報
誌のポスティングやハンドマイク、更にウェブログ
やメーリングリストなど、多くの住民に情報を届け
る工夫がなされていることが分かった（図 -6）。

（4）復旧期に活動した住民組織
a）新規住民組織の結成（戸建住宅地）
　復旧期になると、今川、弁天、舞浜３丁目、碧浜
といった大きな被害を受けた戸建住宅地で地域の復
旧 • 復興へ向けて新たに住民組織が結成された（表
-10）。いずれの地域も、自治会長や旧役員メンバー
による働きかけが契機となり、２つの理由から組織
を結成している。ひとつは災害関連の業務に専念す
る主体が必要となったためである。自治会の多くは
４月に役員が変わる輪番制をとっており、新役員に
通常業務と並行させて災害関連の業務をこなすこと
は難しい状況があった。そして、二つ目の理由は復
旧 • 復興を目指す上で専門的な知識や人材が必要に
なったためである。都心部での大規模な液状化被害
は前例がなかったため、専門性を有する者を地域住
民から募り、問題点の把握、対策の検討をすること
を目的とした組織を立ち上げている。

b）被害状況の調査と住宅説明会
　有志の住民により、地域内の被害状況を把握する
ための現地調査や住民へのアンケート調査が行わ
れた。また、傾いた家の修復方法、地盤改良の方法、
信頼性のある業者、補助金制度などについてメン
バーが自ら学び、地域住民を対象とした住宅説明会
が実施された（写真 -2）。また、建築や地盤を専門
とする大学教授など、専門的知識を有する住民がい
た地域では、住宅一軒一軒について相談を受ける住
宅相談会をボランティアで実施することができた。
c）専門委員会の結成（共同住宅地）
　共同住宅地では共有財産を修復するため、管理組
合を基盤とした有志メンバーによる専門委員会が
結成された。管理形態が自主管理の場合、委員会メ
ンバーが業者の選定、および業者との協議を行い、
調査の実施、工事の実施箇所の検討、修繕工事の見
積もり検討などを住民が行わなければならなかっ
た。一方で、全面委託管理の場合、委員会を立ち上
げるものの、工事の業者の選定、スケジュールの計
画などを管理業者に任せる傾向が見られた。

６．対応力を向上させる要素についての考察
（1）発災期に求められる要素
　安否確認やガス漏れ周知といった応急対応は、組
織体制が成り立たつ間もなく発災後すぐに求めら
れる。共同住宅地 6 件では住民同士が力を合わせ、
様々な対応を行った。これには以下の３つの要素が
関係していると考えられる。
a）ツールの活用と平常時の訓練
　海風の街では、震度５以上の地震が発生すると自
治会役員によって集会場に対策本部が設置される
ことが決まっており、各世帯が「安否確認カード」

表 -10　復旧期に結成された新規住民組織（戸建住宅地）
地域名 組織名 結成日 解散日 人数 結成経緯

今川 今川復興プロジェクト 3 月 28 日 2012 年 3 月 
予定 79 名

市長による住民説明会の際、市長に不満をぶつける住民に対し、自治会長
がチーム結成を提案。20 名が発起人として結成。メンバー同士の意向の
すれ違い等より 3 月に解散予定。

弁天 災害対策チーム 4 月 24 日 未定 50 名 災害対策本部長を務めていた自治会長が協力者が必要と判断。専門知識は
問わず、地域住民からアンケートで有志を募集した。

美浜三丁目 災害復興チーム 6 月 12 日 未定 20 数名
4 月からの新自治会長が、自治会として災害対策を何もしていなかったこ
とに危機感を感じ、自治会総会にてチーム結成を決議。基本は有志だが、
自治会の各班から１名は参加する半強制の体制をとった。

舞浜三丁目 震災復興特別
プロジェクト 3 月 25 日 2012 年 3 月 

予定 20 数名
住宅の被害状況から、専門家の力が必要と自治会長が判断。全戸ポスティ
ング、ウェブログ、メーリングリスト等を活用し、住民の中から専門家を
募集した。

碧浜 碧浜復興委員会 4 月 24 日 未定 11 名 4 月に役員が変わるにあたり、応急対応を担った前役員をサポートしてい
た役員経験者 6 名が発起人となり、住民から専門家を募集し結成された。

写真 -2　住宅説明会（碧浜）図 -6　情報伝達に
　　　 使用された媒体

屋外放送

屋内放送

掲示板

資料ポスティング

ハンドマイク

ウェブログ

回覧板

メーリングリスト

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

共同宅地（N=6）

戸建宅地（N=10）



写真 -3　茶話会の様子　      写真 -4　ペンキ塗り
　　　　（富岡）　　　　　　　　　   （富岡）

を玄関扉に貼ることで安否確認できる体制を整えて
いた。定期的に訓練も行っており、少ない人員でも
スムーズに行うことができた。入船西エステート、
エル・シティでも同様の体制がとられており、ツー
ルを活用と平常時の訓練が有効であることが分か
る。
b）住民同士の関係構築
　富岡エステートでは、団地住民の孤独死を契機に
平日コミュニティの活性化を目的に発足した RAN
の会という 60 代中心のサークルが発災期に活躍し
た。日常的に茶話会を開いたり、植栽や駐車場のペ
ンキ塗りなどの共同作業をしたりすることで 50 名
弱のメンバー同士の関係が構築されており、非常時
にも臨機応変に連携し、対応を行った（写真 -3、4）。
c）「関心層」を巻き込む活動
　今川団地では、自治会・管理組合より独立した自
主防災組織が、団地住民のサポートを受けながら応
急対応を行った。日常的に住民を巻き込んだ町内
パトロールや、祭での防災器材の展示、「自主防災
ニュース」の発行といった活動を防災組織が行って
おり、団地住民の防災意識の向上を図っている。ま
た、一方的な活動だけでなく、非常時に協力しても
らえる住民サポーターを募集し、70 人の協力者が
役員 13 名を支える体制を整えた（図 -8）。「役割は
持ちたくないが、空いている時には協力できる」と
いう関心層を巻き込む平常時の活動が発災期の活動
へと繋がるのではないか。

（2）対策本部設置に求められる要素
　住民による復旧活動には、対策本部のような組織
が設置されることは重要であると考えられる。被害
が大きければ設置を検討すると考えられるが、今川、
碧浜では被害が大きいにも関わらず設置されなかっ
た。これには以下の２つが関係すると考えられる。
a）自治会役員同士の関係構築
　今川では、役員数名による簡易トイレの配布や、
会長による市への折衝などはなされたものの、継続
的な活動はなされなかった。発災後数日間の自治会
長不在が影響していると考えられるが、日常的な活
動の中で役員同士の関係性が構築されなかったこと
も影響しているのではないか。今川では防災訓練や

資源回収といった日常の活動がほとんどなく、年に
一度の祭に関しても業者に委託して実施していたこ
とから、役員同士顔を合わせる機会が少なかったこ
とが予想される。一方で、他地域では祭や餅つき大
会、防災訓練、防犯パトロールなどの役員主導の行
事が多く実施されており、結果として被害が小さく
ても非常時に役員が何かしらの対策を講じている。
b）活動拠点と仕組みづくり
　また、今川では発災後に集まる拠点が定まらな
かったことも影響していると考えられる。自治会集
会所は耐震性の問題から立ち入りが制限され、約
32ha という広いエリアを対象とした自治会である
こともあり、集まる拠点が定まることはなかった。
　自治会役員・旧役員によって様々な活動が行われ
た碧浜では、集会場を拠点としていたものの、地域
住民に公開する本部としての機能は果たされなかっ
た。活動した旧役員は、「仕組みが確立されておらず、
本部の設置を検討することはなかった。」と話して
おり、予め非常時の想定や地域住民への周知といっ
た仕組みづくりも組織が結成される上では重要な要
素であると考えられる。

（3）応急復旧期に求められる要素
a）平常時における資器材の調達
　今川団地の自主防災組織は、自治会と管理組合か
らの拠出金と、資器材購入時に申請できる市からの
交付金を財源に継続的に災害への計画づくり、対策
の実施を行っている。年に１度、自主防災総会があ
り、住民の決議を経て計画が実行される。今回停電
時に活躍した発電 • 投光器や、チーム内の情報伝達
に役立った簡易無線機などはこの財源より購入され
ている（図 -9）。
b）準備金を貯蓄する体制
　噴砂による被害が大きかった海風の街では、ス
コップや簡易トイレなどの資器材の調達や、ユンボ
の発注などを災害対策準備金を用いて行われた。被
災時には状況に応じて様々な物資が必要になるが、
平常時に備える物資にも限界があるため、資金があ
ることで迅速に対応することができる。災害対策準
備金は、資源回収により得られる約 100 万円の 50
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図 -8　関心層がサポートする体制（今川団地）
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万円を毎年貯蓄したもので、非常時に 300 万円を
自由に使える体制が整えられていた（図 -10）。
c）多様な媒体を用いた情報伝達
　被災時では、下水の使用制限やライフラインの復
旧状況など、地域ごとに届けるべき情報が異なって
くる。様々な層の住民に情報を伝えるには、多様な
媒体から情報を届ける努力が必要となる。碧浜では、
多様な情報ニーズに応える体制を震災後に整えた

（図 -11）。はじめは旧自治会長が過去の連絡網を活
用して個別メールにより情報を伝達していたが、全
戸に配布する情報誌を元に徐々にメール受信希望者
が増えたため、メーリングリストの活用へと移行し
た。また、ウェブログに様々な情報を載せることで、
積極的に情報を得たい住民のニーズにも応えた。

（4）復旧期に求められる要素
a）有志住民の募集と自治会との連携
　復旧期には、復旧活動に専念できる主体を形成す
ることが重要であると考えられる。その上で、自治
会長による呼びかけによって円滑に新規組織を結成
する傾向がみられた。また、新規組織が活動する上
で、自治会との連携をとることが求められる。今川
では自治会の協力を得られなかったことで、会場や
既存の連絡網の活用ができず苦労した。
b）有識者の協力
　舞浜三丁目では、専門家を求める自治会の声に対
し、40・50 代を中心とした専門家が手を挙げた。
土木、建築、地質や、法律など、様々な分野に精通
する住民が集まった。また、住民の人脈からさらに
外部の専門家を紹介してもらうことで、従来住民組
織だけでは実施することが困難な地質調査や測量調
査を実施することができた。特殊な住民層により実
現したことではあるが、ウェブログや、市民説明
会、メディアの露出等により他地域にも活動内容や
専門知識が共有されており、地域外にも影響を与え
る存在となった。前例のない課題に対処するには地
域内外の有識者と関係を持つ必要があったことが伺
える。

７．おわりに
（1）研究成果のまとめ

　本研究の成果は以下の 3 点である。
a）住民リーダー層に対するヒアリング調査を通し
て、震災後の住民組織による対応を把握、整理した。
b）発災後、課題が移り変わるにあたり、有志の住
民を募り、組織を結成して対応する流れを示した。
c）フェーズごとに、住民組織による対応力を向上
させるための要素について示唆した。

（2）今後の課題
　本研究では、自治会単位の住民組織に着目したが、
個々の住民や、自治会より小さなコミュニティを対
象とした調査が求められる。また、本調査では組織
内で協議された課題や、意思決定に至るまでのプロ
セスについて把握することができなかった。住民の
対応力を探る上で、組織内でどのような意思決定を
したかを把握することが課題である。
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